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研究成果の概要（和文）：　日本が１９５０年代に世界銀行から借款を得て実施した農地開墾事業を、開拓された農地
に入植した農家へのヒアリングを中心にして、日本への技術移転の観点からレビューした。根釧パイロットファームは
その後の日本の機械開墾のモデルとなったが、上北パイロットファームの経験が生かされることはなかった。篠津泥炭
地の開墾事業では、導入された技術は役に立たなかったが、これに触発された日本の農業機械の開発に貢献した。
研究成果の概要（英文）：An agricultural land development project in Japan funded by the World Bank during 
the 1950s is reviewed from the view point of the technology transfer to Japan. The review is conducted pri
marily based on interviews with settled farmers. While Konsen Pilot farm became a prototype of mechanical 
land reclamation in Japan, Kamikita Pilot farm did not. Techonlogies introduced Shinotsu Peatland Reclamat
ion was of little use, but stimulated Japanese firm to develop the land reclamation technologies.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 １９５０年代から６０年代にかけて、日本
は世界銀行最大の借款供与先であった。１９
５３年の多奈川火力発電所から１９６６年
の東名高速道路（第６次）まで３１の借款契
約が締結された。多くは黒部第４発電所（黒
部ダム）などの発電所、名神・東名高速道路、
東海道新幹線、製鉄所などの経済インフラで
あり、現在も日本の中枢として活躍している
ものが少なくない。 
その中に、農業関係プロジェクトが２件だ
けある。愛知用水公団と農地開発機械公団を
受益企業としたもので、前者は愛知用水開発
事業、後者は北海道と青森県で行われた農地
開発事業である。愛知用水は世界銀行のプロ
ジェクトとしても知名度が高く、経緯は愛知
用水公団の団史としてまとめられている他、
近年でも詳細な開発史が取りまとめられて
いる。 
後者のプロジェクトは北海道別海町の根
釧パイロットファーム（以下「根釧」）、青森
県上北郡の上北パイロットファーム（以下
「上北」）、北海道新篠津村の篠津泥炭地区開
墾事業（以下「篠津」）の３事業であるが、
知名度は低い。根釧は一時期、新時代の農業
を象徴する「パイロットファーム」として教
科書にも記載され、現在もその名前を聞かれ
ることがあるが、事業としては殆どの研究者
やマスメディアが否定的評価をしている。後
二者は現地の関係者以外には世銀借款の対
象となっていたことすら忘れられつつあり、
研究対象にもなっていない。 
 
 
２．研究の目的 
 世界銀行から農地開発機械公団を通じて
提供された借款で開墾された根釧パイロッ
トファーム、上北パイロットファーム、篠津
泥炭地が世銀借款の対象となってから、現在
に至るまでの経緯を開発史として残る形で
整理し、そこから世銀案件として日本で実施
された地域開発プロジェクトの教訓を、今後
において日本が策定する援助政策への有用
な知見として引き出したい。 
 
 
３．研究の方法 
 根釧及び上北パイロットファーム、篠津開
拓地への入植者で第一世代の方々に対して、
「オーラル・ヒストリー」を作成するための
ヒアリングを行う。主な内容は、①入植前の
職業、②入植の動機、③入植後の経過、④離
農者の様子と評価、⑤事業主体（北海道開発
庁（当時）など）の評価、⑥事業の全体的評
価、⑦事業が他地域へ及ぼした影響などであ
る。「オーラル・ヒストリー」の作成にあた
っては、その目的と公開の方法を対象者に説
明して同意を得ると共に、公開する際の条件
（例えば「生前には公開しない」）について
は対象者の意向に従うことを伝える。 
 さらに、存命している関係機関ＯＢに対す
るヒアリングを行う。特に、各事業が世銀案
件として採択された経緯や、そこで蓄積され
た経験が他地域にどのように移転されたか
（されなかったか）について調査する。また、
以下の各機関が発行している関連資料を入
手して分析する。 
①農地開発機械公団（現・森林総合研究所森
林農地整備センター）、農林水産省、財務省 
②北海道、北海道別海町、北海道新篠津村、
青森県、青森県上北郡の各町村など関連自治
体 
③北海道新聞、北海タイムズ、東奥日報など
の関連新聞記事 
④国会、道議会、県議会の議事録 
 
 
４．研究成果 
 以下の知見を得ることができた。 
 
①根釧及び上北パイロットファーム 
 北海道の根釧パイロットファーム（ＰＦ）、
青森県の上北ＰＦは日本政府が計画したも
のではなく、米国の農業機械会社が世界銀行
に提案したもので、世界銀行の主導によって
実施されることとなった。 
根釧ＰＦは 1951 年の入植開始以来、1991 
年まで 40 年間にわたり、乳牛頭数及び出荷
乳量を一貫させて増加させてきた。一方で、
営農戸数は減少し続け、入植当時 187 戸であ
ったものが、1977 年には半数を割って 91 戸
に、1991 年には 71 戸まで減少している。 
1985 年以降は乳価が下落を続けていると
いう外部要因があるので、離農のすべてをパ
イロットファームの責任に帰することはで
きないが、少なくとも 1970 年代まで離農す
る農家が止まらなかったのは、当初の営農計
画に問題があったからと考えられる。 
根釧ＰＦ設計時から耕地面積に 30 ヘクタ
ール程度は必要であるという指摘がなされ
ていたし、当初は 25 ヘクタールで計画され
ていた。従来は、入植した農家が農業経営を
行いながら、十年単位という長期間をかけて
人力で農地を徐々に開墾してきた。そのため、
当初の農家の苦労は非常に厳しいものであ
ったが、農地取得のために多額の借金を抱え
るということはなかった。しかし、根釧ＰＦ
では入植前に機械開墾によって農場整備を
完了させるという従来にない「建売り農場」
であったために、入植時の農家の経済的負担
が 250 万円と重かった。このため、農林省は
分譲規模を18.8ヘクタール に抑えざるを得
なかったのだが、それでも借入金は入植者に
とってはかなり重い負担となった。営農計画
は設計当初から机上の空論であると北海道
庁や北海道開発庁から批判を受けていたが、
農家の負担を考慮すればやむを得ない選択
であったかも知れない 。 
世銀との契約に従って行われた乳牛のジ
ャージー種導入計画は失敗に終わった。ブル
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セラ病の発生という事故にもみまわれたが、
根釧地方の風土に合わず、かつ、乳業会社が
求める乳質でもなかった。同地域でジャージ
ー種を導入することも農林省が定めた計画
であり、世界銀行もジャージー種の導入を勧
告している。農家は異口同音に、ホルスタイ
ンの飼育を希望していたにも関わらずジャ
ージー種を「押しつけられた」と発言してい
る。これらの計画が適正でなかったことは、
ＰＦでジャージー種からホルスタイン種に
変更してから経営が安定してきたことから
も指摘できる。 
こうして経済的負担に耐えきれなかった
農家は離農したが、残った農家は離農した農
家の農地を吸収することで経営を安定化す
ることができた。結果的に農家は勝ち組と負
け組に分かれることとなった。そのことが、
マスメディアや一部の研究者から根釧ＰＦ
が失敗であると批判される原因になってい
る。 
しかし、パイロットファームとして日本に
新たな機械開墾という開発モデルを示し、そ
れを普及させるというプロジェクトの上位
目標は高い成果を上げた。その後に根釧地域
で実施された新酪農村 をみるまでもなく、
政府関係者のみならず、入植者も根釧ＰＦこ
そが北海道の大規模酪農がこれをモデルと
して発展してきたと指摘している。借款によ
って導入された農業機械は公団の所有とさ
れた。外国製 34 台、国産 12 台のレーキド
ーザと外国製68 台、国産20 台の農機具が、
床丹第二地区と上北ＰＦの開拓に用いられ
た。現地には外国技術者は一人も入らず、外
国製農業機械の操作マニュアルは英文であ
ったが、現地の作業員が自力で和訳した。機
械開墾の経験者はほとんど皆無であったが、
作業を通じて運転技術が向上した 。パイロ
ットファーム開墾終了後は、公団の機械と運
転者は国内他地域の開墾作業にあたり、全国
の機械開墾の普及に貢献した。 
入植当初、北海道の技術普及員の知識は十
分ではなく、根釧ＰＦでは農家と普及員が自
力で学修と実践を行いながら、経営と営農の
技術を開発してきた。牧草地への施肥は、こ
れまで殆んど行われてこなかった技術であ
り、ここから周辺の農場に伝搬していった 。
根釧ＰＦで新しい技術が試され普及してき
た背景には、農家の高い能力と意欲があった。
農家は全国から応募し、選抜された優秀な人
材であり、自尊心にあふれていた。そして入
植前の 45 日間に及ぶ合宿研修によって農家
の間に、「新しいことを始める前に十分に議
論を尽くす。決まったら，全員できっちり守
る」 という連帯感が育成され、新技術の実
験と普及に貢献した 。 
根釧ＰＦは個々の営農という点では必ず
しも成功しなかったが、パイロットファーム
全体の経営は成功したと言える。また、北海
道に機械開墾による酪農モデルを普及し、北
海道を全国一の酪農地域にしたという普及
効果には、著しいものがある。輸入された農
業機械とその操作員は、牧場だけでなく、全
国の水田や畑作の開発にも貢献した。 
 
一方、上北ＰＦは、5ヘクタール という狭
い農地で混同農業を行うことが計画されて
いた。農家には根釧ＰＦほど大きな借入金は
なかったが、能力不足などの理由で半数近く
が離農した。残された農家は離農した農家の
農地を吸収して農地を拡大し、飼料を購入す
る酪農専業に転換して、現在も経営を続けて
いる。ここでも、離農者を出したという問題
点はあるものの、ＰＦ全体を見れば経営的に
成功したと言える。上北ではブルセラ病の発
生は問題にならなかったが、導入されたジャ
ージー種は経済的に有利ではないために、ホ
ルスタイン種に置き換えられていった。この
地においても、ジャージー種を導入しようと
した国や世界銀行の計画は失敗に終わって
いる。 
興味深いのは、パイロットファーム自体が
成果をあげているにも関わらず、根釧と異な
り、経験が開発モデルとして近隣に伝搬して
いないことである。そして、北上ＰＦに関す
る報道や学術研究は皆無と言ってよく、公団
幹部にすら忘れ去られている。 
根釧ＰＦでは周辺地域が開発されたのは
20 世紀になってからであり、それまで未開
の地として残されていたため、パイロットフ
ァームの開発モデルを適用する余地が広く
残されていた。一方、上北ＰＦの周辺は古く
から営農されていた地域である。たまたま、
上北地域周辺だけが気象条件が悪いために、
開発から取り残されていた。既存の畑作農家
はまがりなりにも営農を続けていたし、保守
的で閉鎖的な社会であったために、パイロッ
トファームの成功を見ても、自らは酪農に転
換することは忌避してきた。さらに、根釧Ｐ
Ｆは床丹第二地区というひとつのまとまっ
た地域であり、全体としてひとまとまりの地
域プロジェクトとして認識されやすかった。 
一方、上北は小さな農場がモザイクのよう
に点在しているために、ひとつのプロジェク
トとして認識されにくかったことも上北Ｐ
Ｆが注目されなかった理由として考えられ
る。 
さらに、根釧ＰＦは、北海道庁と北海道開
発庁が世界銀行調査団の来道を開発の契機
ととらえて、積極的に北海道開拓のモデルと
して運営利用してきた。対照的に、上北ＰＦ
の計画は、農林省が公団を北海道開発庁でな
く自省の管轄下に収めるために、世界銀行案
件に組み込んだものである。世界銀行案件に
することが成功し、公団を農林省所管の団体
として全国の農地開発に利用できるように
なれば、農林省として上北ＰＦを積極的に利
用する理由はなくなる。青森県庁にも、酪農
を県の主要産業に育成しようとする意図は
見られなかった。隣接する岩手県が酪農を育
成し、乳製品製造を地元の主要産業に育てた
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のとは対照的である。こうした、行政の不熱
心さが、上北ＰＦが開発モデルとして伝搬す
ることを妨げ、結果として当事者以外からは
忘れ去られた存在になってしまった。 
 
②篠津泥炭地 
 篠津地域の開発は、1951 年に国営かんがい
排水事業として始まり、1956 年から世界銀行
からの借り入れなどを受けて、篠津地域泥炭
地開発事業という総合開発事業となった。約
1,600ha を水田地帯とするために、210 億円
が投じられたが、そのうち世界銀行からの外
資分は 8.7 億円でしかなかった。本プロジェ
クトは農業土木の世界では、「土地改良事業
（農業土木）の金字塔」だとされているが、
世界銀行は失敗とみなしている。 
 世界銀行の調査団が篠津で想定していた
のは畜産と小麦の生産であり、水田、米づく
りではなかった。しかし、日本の技術者は「日
本人が求める食材はやはり米である」こと、
「入植する農民の経験と技術も米づくりに
ある」こと、また「日本の農民は米づくりの
ためならば苦労をいとわないだろう」という
ことを世界銀行に訴えた。その結果、世界銀
行も「それほど米に執着するのなら」と妥協
した。 
「泥炭地を牧草地にする」や「泥炭地で畑
作を行う」ための技術は、世界銀行あるいは
欧米のコンサルタント会社でも有していた
が、「泥炭地を水田化する」という技術は日
本以外の国で開発・適用されたことがなかっ
た。世界銀行は、「欧米の技術体系には存在
しない技術」の適用を余儀なくされたのであ
る。欧米の技術を移転して篠津地域の泥炭地
開発を行うことができなかったということ
は、世界銀行のプロジェクトとしての失敗と
みなされる。 
 世界銀行がこのプロジェクトに想定した
融資額は 241.5 万ドルであったが、実際に支
出されたのは 37％の約 90 万ドルに過ぎなか
った。大型の建設機械を 131 台輸入するはず
だったが、実際には 41 台輸入したところで
「使いものにならない」ということがわかり、
それから先の輸入を行わなかった。それによ
り、世界銀行からの当初の融資額のうち 37％
しかディスバースされなかった。したがって、
世界銀行の内部では「このプロジェクトは失
敗した」と評価をされてしまったのであろう。 
一方で、輸入機械が現実に使われなかった
ということが、日本が自力で技術開発を行う
契機となった。また、日本政府は世界銀行に
融資を受けた国家的プロジェクトを失敗さ
せるわけにはいかないので、技術開発を支援
し、結果的には泥炭地の土地改良による水田
造成は大成功を収めたのである。たとえば
「湿地帯用ブルドーザ」や「ポンプ送泥客土」
は、まさしく日本がこの地域で必要な技術を
自力で開発したものであった。 
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